
越前市

１．予算の規模 (単位：千円)

補　正　前 補　正　後

① ③

一 般 会 計 39,828,100 230,763 40,058,863 

２．補正予算の内訳 (単位：千円)

事 業 名 補　正　額

３．補正予算の財源 (単位：千円)

区 分 補　正　額

国 庫 支 出 金 230,763 230,763

４．繰越明許費の補正(追加) (単位：千円)

　住民税非課税世帯等支援給付金事業

事　　項 限 度 額

230,763 

内　　　訳

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

0.6 

事業の概要

住民税非課税世帯等
支 援 給 付 金 事 業 230,763

　物価高騰の影響を切実に受けている住民税非課税世帯等に
給付金を支給。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【別紙１】

　　給 付 額　①令和５年度住民税均等割のみ課税世帯
　　　　　　　　　１０万円／世帯
　　　　　　　② ①の世帯及び令和５年度住民税非課税世帯
　　　　　　　　　５万円／こども１人
　　給付方法　申請による給付
　　給付時期　初回振込は３月中旬を予定
　　財　　源　国庫１０／１０

令和５年度１月専決補正予算の概要

　物価高騰の影響を受けている住民税非課税世帯等への支援として、住民税均等割のみ課税世帯への

給付金を支給するとともに、同世帯や住民税非課税世帯へのこども加算分を支給するため、必要額を計

上した。

 補　正　額 伸び率(％)

② ②／①

　　一般会計補正予算額　230,763千円（専決日:令和6年1月31日）

会 計 別
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令和５年度住民税非課税世帯等支援給付金事業（追加予算）（国庫10/10）

概要
①令和５年度住民税均等割のみ課税世帯に対して、１世帯当たり１０万円を給付する。
②①の世帯及び令和５年度住民税非課税世帯（７万円給付世帯）に対して、扶養している（同一生計であ
る）１８歳以下のこどもがいる場合は、対象児童１人当たり５万円を加算して給付する。

給付対象世帯

①令和５年度住民税均等割のみ課税世帯 約１，７００世帯
②こども加算給付対象世帯【均等割世帯】約１５０世帯（対象児童数 約３００人）

【非課税世帯】約５００世帯（対象児童数 約８００人）
※基準日：令和５年１２月１日

給付方法 申請型（確認書又は申請書による申請）
…申請により過去の給付金受給口座、マイナンバー連携口座又は申請者の指定口座のいずれかに給付

給付額
①対象１世帯当たり１０万円
②対象児童１人当たり５万円

事業費

２３０，７６３千円 【１月３１日専決】
給付金 ２２５，０００千円 （１，７００世帯×１００千円＋１，１００人×５０千円）
事務費 ５，７６３千円

財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 給付金・定額減税一体支援枠（国庫10/10）
※現在実施中の「住民税非課税世帯等支援給付金事業」に追加予算として計上
※事業費全額を翌年度に繰越する

給付時期
【通知発送】 ２月上旬～
【初回振込日】 ３月中旬（見込）

社会福祉課
別紙１
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資料１
参考資料 

※実施時期については、事務負担も踏まえながら、速やかな支給開始に向けて、地域の実情に応じた執行着手等、地方公共団体における柔軟な対応を可能とする。
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